＊そらいろ通信＊
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　　　　　　　　　　　　＊マイナンバーも安心！当事務所は電子申請でお手続きしています＊
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	●　個人住民税の特別徴収　新年度がスタート
●　個人住民税の納期の特例
●　賞与支払届の提出
●　労働保険の年度更新（保険料の申告、納付）
●　障害者、高年齢者雇用状況の確認
●　お中元の手配、暑中見舞いの発送準備
●　梅雨対策（安全衛生管理等）






Ｑ．当社の配送業務の外注我を進めています。ただ、宅配業者などでは効率よく配送できないため、当社専属でできる配送業者を募集して、時間帯など当社の業務の都合に合った方法を取ってもらっています。先日その業者が交通事故を起こしてしまい、損害額の一部を負担してもらえないか、といってきました。当社で支払う義務はあるのでしょうか？
Ａ．契約上は外注としての委託契約があっても、自社専属の「業者」について事故があったときの責任をめぐる裁判で、実質的には自社の「労働者」であり、企業に責任の負担を命じたものがあります。もし質問のケースが労働者として判断されれば、使用者として損害賠償の責任を負うことになります。厚生労働省の研究会でまとめられた資料では、労働者であるかの判断は「事業に使用されている」「賃金が支払われている」の2点が主なポイントになるとしています。
　【労働者性の判断基準】
　　１．使用従属性（使用されているか）
　　　　①仕事の依頼を受けるかどうかの自由があるか　②業務遂行上の指示の有無　③拘束性の有無　④代替性の有無
　　２．報酬の労務対償性（賃金が支払われているか）
　　３．その他の補強要素
　　　　①事業者性の有無　②専属性の制度　③その他
　　
　　たとえば、他からの業務を受けないことを条件にするとか、車両は自社が提供するものを使わせるなどであると、実質的に自社で雇用する労働者とあまり変わらなくなる場合があります。専属下請のように事実上仕事の依頼を自由があれば、労働者ではないと判断される重要な要素となります。ただし、専属下請のように事実上仕事の依頼を拒否することができない場合もあるので、断る自由がないからといって必ず労働者と判断されるわけではありません。
　　代替性の有無とは、その発注業務を、業者が自らに代わって他の者に従事させたり、他の者に補助させることが認められている場合です。認められれば、労働者であることが否定されやすくなります。

　　また、賃金が支払われているか、とは、業者への支払いが「配送料」などという名称であっても、「時間」を単位として計算されている場合は労働者であると判断されやすくなります。労働基準法の賃金とは、名称にかかわらず「労働の対償」として支払われるものとされているからです。
　　これらの判断基準を主に総合的な事情で判断されるものですが、「管理」しすぎると労働者と判断されかねないので、外注業者を活用する場合には工夫をしていくことが必要です。
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◆業務ご案内◆


・労務管理・年金等のご相談　　　・労働･社会保険のご相談･事務･請求手続き


・給与計算･年末調整　　　　　　 ・労災に関するご相談･請求手続き


・就業規則･諸規程のご相談･作成　


・人事・賃金制度に関するご提案





◆営業時間ご案内◆


・月曜日～金曜日（祝祭日を除く）9時～17時





皆さまいかがお過ごしでしょうか。


18日朝に起こった地震は、皆さまご無事でいらっしゃいましたでしょうか。


我が家は8階で、私はちょうど出掛ける準備をしている最中でした。かなりの揺れで、棚が倒れ、食器やガラスがいくつか割れました。阪神淡路大震災を思い出しました。


しばらく余震も心配ですが、皆さまのご無事をお祈り申し上げます。








★トピックス1★








＊高校野球球児の練習も「時短」進む＊


スポ根も時代遅れ!?


　


日本高野連と朝日新聞社は15日、全国の高校野球部がある加盟3957校を対象に、4～5月に実態調査を行いました。1993年から5年に一度実施されています。





・平日の練習時間（早朝や個人練習含む）が3時間未満　


5年前43.6%→今回50.4%


・休日の練習が7時間以上　27.4%と減少に転じた。


・休日を設けている　1993年には4割未満→8割に増加





高校野球でも「時短」が浸透してきているようです。








★6月のお仕事カレンダー★





2/1�
● 贈与税の申告と納付の開始（～3/15）�
�
2/13�
●　一括有期事業開始届の提出（建設業） 主な対象事業：概算保険料160万円未満で、


かつ 請負金額が1億8,000万円未満の工事


●　1月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付�
�
2/16�
● 所得税、個人住民税、個人事業税の確定申告受付開始（～3/15）�
�
2/28�
●　1月分健康保険料・厚生年金保険料の納付


●　じん肺健康診断実施状況報告書の提出


●　固定資産税（都市計画税）第4期分の納付（市町村の指定日まで）


●　2017年12月決算法人の確定申告と納税・2018年6月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで）�
�
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2/13�
●　一括有期事業開始届の提出（建設業） 主な対象事業：概算保険料160万円未満で、


かつ 請負金額が1億8,000万円未満の工事


●　1月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付�
�
2/16�
● 所得税、個人住民税、個人事業税の確定申告受付開始（～3/15）�
�
2/28�
●　1月分健康保険料・厚生年金保険料の納付


●　じん肺健康診断実施状況報告書の提出


●　固定資産税（都市計画税）第4期分の納付（市町村の指定日まで）


●　2017年12月決算法人の確定申告と納税・2018年6月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで）�
�












5/10�
●　一括有期事業開始届の提出（建設業）


主な対象事業：概算保険料160万円未満で、かつ請負金額が1億8,000万円未満の工事


●　4月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付�
�
5/15�
●　障害者雇用納付金の申告と納付期限�
�
5/31�
●　4月分健康保険料・厚生年金保険料の納付


●　自動車税の納付（条例で定める日まで）


●　3月決算法人の確定申告と納税・9月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで）


●　6月・9月・12月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで）�
�






★トピックス２★








中小企業の半数は人手不足（中小企業庁の調査）


　　


中小企業庁から、下請等中小企業の取引条件の改善に向けた取組の浸透状況や事業者間の取引状況を把握するための調査を行い、その結果を公表したとのお知らせがありました（平成30年６月５日公表）。


人手不足・働き方改革に関する調査結果に注目すると、その概要は、次のとおりとなっています。





●人手不足


 　全体で約半数の事業者（50％：7,534社）が「人手不足」と回答。


●残業時間


 　中小企業における、従業員1人あたりの残業時間が最も長い１カ月の時間数では、45時間以下が68％と最も多く100時間超は1％となっている。


●働き方改革


 　発注側事業者の長時間労働是正などによる受注側事業者への影響の懸念について、「特に影響はない」が全体の60％を占めているものの、「急な対応の依頼が増加」（29％）、「短納期発注の増加」（24％）との回答（複数回答）も多い。





その他、「中小企業で36協定を締結しているのは65％にとどまっている。」といった調査結果も掲載されています。


仮に働き方改革関連法案が成立した場合、政府は、中小企業への配慮を行うこととしていますが、不安抱える企業が多く、現行のルールすら守れていないケースもあるようで、効果的な施策を十分に検討する必要があると言えそうです。





外注業者でも労働者と判断されることがある!?





＊いきいきした会社づくりをお手伝いします＊





羽渕貴久子社会保険労務士事務所


社会保険労務士　羽渕貴久子


〒663-8234　西宮市津門住江町8-16-815


TEL 0798-23-1553 / FAX 0798-23-1554


E-MAIL　habuchi@sky.memail.jp


URL　http://ikiiki30.com/
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